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■地域経済動向に関する調査項目と分析内容 

 調査項目 活用データ ポイント 

1 

付加価値額の向上にどの

ように努めているか業界

を通じた調査 

 

・RESAS（地域経済循環図・

ヒートマップ） 

・工業統計調査 

 

各業界の生産性向上施策

やデジタル化、技術導入が

付加価値額の向上に与え

る要因を分析 

 

 

 

2 

地域のお金の流れを把握

し、地域に大きな影響を与

えている産業把握 

・RESAS （ 地域経済循環マ

ップ） 

地域経済への影響度が大

きい産業の規模や収益を

把握、他地域との比較 

・RESAS によると大木町における産業別の規模は以下のように示されている。 

（2021 年付加価値額，上位 5 業種） 

 大木町 福岡県 全国 

製造業 31.1％（5,298 百万円） 14.3％ 19.3％ 

卸売業，小売業 22.3％（3,788 百万円） 21.9％ 14.1％ 

建設業 10.3％（1,750 百万円） 9.7％ 7.1％ 

医療，福祉 9.4％（1,608 百万円） 15.1％ 21.1％ 

農林漁業 7.4％（1,253 百万円） 0.2％ 0.3％ 

・大木町における付加価値額の上位 5 業種は、製造業、卸売業，小売業、建設業、医療，福祉

業、農林漁業となっている。 

・福岡県や全国の構成割合と比較すると、製造業と農林漁業の割合が高くなっており、大木町の

主要産業といえる。一方、医療，福祉業は割合が低い状況となっている。 
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3 

地域別の企業の経営状況

等を把握 

 

・RESAS（企業活動マップ） 

・中小企業実態基本調査 

・金融機関の経済レポート 

収益や財務状況を把握し

て、業界別の経営課題や競

争力の把握 

・令和 6 年中小企業実態基本調査からは以下のことが示されている。 

①1 企業当たりの売上高は 2．1 億円（前年度比▲0．3％減）、1 企業当たりの営業利益は７７８

万円（同２．２％増）、１企業当たりの経常利益は９９１万円（同１．３％増）。 

②法人企業の１企業当たりの付加価値額は９，５７６万円（前年度比▲１．０％減）。産業大分

類別にみると、不動産業、物品賃貸業（同▲１７．７％減）、製造業（同▲４．５％減）など３

産業で減少している。法人企業の従業者１人当たりの付加価値額は６１５万円（前年度比２．

９％増）である。産業大分類別にみると、宿泊業、飲食サービス業（同２１．４％増）、小売業

（同１１．９％増）など１０産業で増加している。 

③１企業値の従業員数は９．７人（前年度比▲２．７％減）。 

④設備投資を行った法人企業の割合は２２．０％（前年度差０．０ポイント増）。新規リース契

約を行った法人企業の割合は１３．０％（前年度差０．５ポイント増）。 

・大木町の企業においても、調査結果で示された同様の傾向にあると考えられる。 
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4 
付加価値額の動向を把握 ・RESAS（産業構造マップ） 主に製造業における付加

価値額の動向を把握する 

・RESAS によると付加価値額の増減は以下のように変化している。 

①付加価値額（全体） 

 大木町 福岡県 全国 

２０１２年 11,998 百万円 7,016,937 百万円 244,667,152 百万円 

２０１６年 14,533 百万円 8,512,258 百万円 289,535,520 百万円 

２０２１年 17,024 百万円 8,734,505 百万円 336,259,518 百万円 

②付加価値額（製造業） 

 大木町 福岡県 全国 

２０１２年 4,762 百万円 1,325,471 百万円 56,465,853 百万円 

２０１６年 5,062 百万円 1,276,994 百万円 68,789,093 百万円 

２０２１年 5,298 百万円 1,249,663 百万円 64,805,545 百万円 

③産業構成割合（製造業） 

 大木町 福岡県 全国 

２０１２年 39.7% 18.9% 23.1% 

２０１６年 34.8% 15.0% 23.8% 

２０２１年 31.1% 14.3% 19.3% 

・製造業の付加価値額について 2016 年から 2021 年の変化をみると、全国、福岡県とも減少し

ているが、大木町では増加している状況となっている。 

・製造業の産業構成割合について 2016 年から 2021 年の変化をみると、全国、福岡県と同様、

大木町でも低下しているものの、高い構成比率となっている。 
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5 
主要産業や雇用の動向、企

業数の推移など現状把握 

・経済センサス 

・雇用動向調査 

地域の企業数の増減や雇

用の変動を把握する 

①RESAS によると事業所数の増減は以下のように変化している。 

・事業所数 

 大木町 福岡県 全国 

２０１２年 562 212,017 5,453,635 

２０１６年 536 212,649 5,340,783 

２０２１年 545 210,530 5,156,063 

・2016 年から 2021 年の変化をみると、全国、福岡県とも減少しているが、大木町では増加し

ている状況となっている。 

②福岡労働局の雇用情勢（令和 7 年 4 月分）についての発表では以下のように示されている。 

概要 

■現下の雇用情勢は、改善しているものの、求人の動きにやや弱さがみられるなど物価上昇等

が雇用に与える影響に留意する必要がある。 

・有効求人倍率（受理地別・季節調整値）は 1.17 倍で、前月を 0.03 ポイント下回った。 

 有効求人数（季節調整値）は前月に比べ 1.4％減少した。 

有効求職者数（季節調整値）は前月に比べ 0.6％増加した。 

・新規求人倍率（受理地別・季節調整値）は 2.16 倍で、前月を 0.02 ポイント下回った。 

 新規求人数（季節調整値）は前月に比べ 1.8％増加した。 

新規求職者数（季節調整値）は前月に比べ 2.7％増加した。 

・新規求人数（原数値）は対前年同月比 4.4％減少した。 

・新規求職者数（原数値）は対前年同月比 2.9％減少した。 

・大木町においても、今後も物価上昇等が雇用に与える影響に留意する必要があると考えられ

る。 
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国が期待する方向性や小

規模事業者のトレンド 

・中小企業白書・小規模企業

白書 

・地域経済活性化の事例集 

デジタル化や地方創生等

の政府が進める政策や、成

長分野に対する理解を進

める 

・２０２５年版中小企業白書・小規模企業白書の概要には以下の内容が示されている。 

１．中小企業白書・小規模企業白書の方向性 

① 円安・物価高の継続や「金利のある世界」の到来による生産・投資コスト増、構造的な人手

不足など、中小企業・小規模事業者が直面する状況は依然として厳しい。一方、地域経済・日本

経済全体の成長の観点からも、雇用の７割を占める中小企業・小規模事業者への期待は大きい。

地域コミュニティ・経済・文化・課題解決の担い手として、地域経済基盤を維持し、地域のニー

ズに細やかに対応する役割も期待されている。 

② 激変する環境において、従来のやり方では現状維持も困難であり、自社の現状を把握して適

切な対策を打つ力が必要。中小企業・小規模事業者が課題を乗り越え、成長・持続的発展を遂げ

るに当たって重要となる、経営者の「経営力」を中心に、事例を交えつつ分析を行った。 

２．中小企業・小規模事業者の動向 

③ 円安・物価高の継続や 30 年ぶりの金利上昇は、輸出より輸入比率が高く借入金依存度も高

い中小企業・小規模事業者に、利益下押しのリスク。 

④ 2024 年の春季労使交渉では、約 30 年ぶりの賃上げ率を達成も、大企業との差は拡大。労働

分配率は 8 割近く、更なる賃上げ余力も厳しい状況。 

⑤ 殆どの業種で深刻な人手不足にあり、業績改善なき賃上げも増えており、コストカット戦略

は限界。営業利益向上による賃上げ余力の創出が必要。そのため、積極的な設備投資・デジタル

化と、適切な価格設定・価格転嫁の推進により、労働生産性を高めていくことが重要。 

⑥ 倒産・休廃業は足下で増加。後継者不在率は減少傾向にあるが、経営者年齢は依然高い水準

で推移しており、事業承継に向けた取組が必要。 

３．中小企業・小規模事業者の成長・持続的発展に向けて有効な取組 

⑦ 「経営力」について、３つの要素に分けて分析を行ったところ、経営者の「経営力」の向上

が重要であることを確認できた。 

A) 個人特性面：異業種・広域ネットワークで他の経営者と交流し、学び直しに取り組む経営者

の成長意欲の高さは業績向上に寄与する。 

B) 戦略策定面：経営計画策定・実行、差別化や市場環境を意識した適切な価格設定を行う戦略

的経営は業績向上や賃上げ・投資を促進する。 

C) 組織人材面：経営理念、業績・経営情報の共有を重視するオープンな経営は業績向上に寄与

する。賃上げ、社内コミュニケーション円滑化、働き方・職場環境改善など、従業員を大切にす

る人材経営は従業員の確保・維持に貢献する。 

⑧ 中小企業では、売上高規模ごとに「成長の壁」の打破が必要。成長の加速段階では、経営者

にないスキルを持つ補完型人材確保や、経営者の職務権限分散による一人経営体制の克服が重

要。売上高 100 億円以上では、拡大する組織を経営者と共に支える経営人材や DX 人材の確保

が重要。また、企業規模拡大には、積極的な M＆A やイノベーション、海外展開の推進が有効

な手段。 

⑨ 小規模事業者では、事業規模・商圏が限られる中、差別化による独自の強みの創出が重要。

経営計画策定等を通じ、経営者のリテラシーを高め、経営の振り返りと改善のサイクルを通じ

た「経営の自走化」を目指すことも重要。地域の社会課題解決事業を担うビジネスの推進も重

要。 

・白書で示された成長・持続的発展に向けの取組みは、地域内の企業にも有効と考えられる。 

 

 


